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研究成果の概要： 

研究計画時に計画した 3本の研究課題を，以下のようにまとめた。 

  ・“Income and Substitution Effects in Physician-induced Demand: Empirical Evidence 

Based on Reviews of Medical Bills”， 中京大学経済研究所 Discussion Paper,として

刊行。2009 年 7 月に北京で開催される International Health Economics Association

にて報告予定。 

  ・「国民健康保険における被保険者の最小効率規模」，中京大学経済学部附属経済研究所ス
タッフセミナーにて報告。現在，査読付き学術雑誌に投稿準備中。 

  ・「国民健康保険制度が抱える諸問題が国保財政に及ぼす影響」，2009 年度日本経済学会秋
季大会に応募中。 
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研究分野：社会科学 
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１．研究開始当初の背景 
 
国民健康保険制度は，農林水産業や自営業者，
および高齢者のための制度として発足した
公的医療保険制度であるが，近年では，様々
な構造的な問題を抱えており，平成 15 年度
には 72.8％もの保険者が赤字を計上してい
るなど，その財政状況は，極めて深刻な状況
にあるといえる。こうした背景を踏まえて，

国民健康保険に関する様々な改革が，現在，
政府レベルでも活発に議論されている。 
 
 
２．研究の目的 
 
「１．研究開始当初の背景」で述べた国民健
康保険財政の危機的な状況は，すでに 90 年
代から，経済学系の学会において予測・指摘



されてきたが，現在においても，国保制度に
関する経済学的な研究は，十分なほど蓄積さ
れているとは言い難い。そこで，本研究では，
今後の国民健康保険制度改革に対する政策
的含意を提示することを目的としている。以
下では，各研究課題の具体的な研究目的を述
べる。 
 
（１）”Income and Substitution Effects in 
Physician-induced Demand: Empirical 
Evidence Based on Reviews of Medical 
Bills” 
 
 医師誘発需要仮説とは，「市場の競争激

化や診療報酬などの削減によって供給者の
所得が減少した場合，もし供給者が需要者
に比べて過大な情報を有しているならば，
供給者はその情報格差を利用して，需要者
に対して必要以上にサービス供給を行うこ
とで，その所得損失を補填する」というも
のであり，医療経済学において最も代表的
な理論の一つである。つまり，誘発需要が
存在していれば，それは必要以上に医療費
が発生していることになるため，その原因
を検証することは，今後の医療制度改革にと
って極めて重要な政策的含意を提示できう
る。 
 本分析の一番の特色は，国民健康保険の
保険者と審査支払機関が行っている診療報
酬明細書の点検調査結果を，誘発需要の代
理変数として用いていることである。こう
した誘発需要の規模を直接示すと考えられ
る変数を用いて誘発需要の研究を行った先
行研究は，申請者の知る限り存在しない。 
 
 
（２）「国民健康保険における被保険者の最
小効率規模」 
 

国民健康保険制度は，市区町村といった小
規模単位で運営が行われているため，保険者
機能が十分に発揮できないといった問題や，
経済環境の悪化や高額医療費の発生といっ
た様々なショックに対するリスク分散機能
が不十分であるため，事業運営が不安定にな
るという問題が指摘されている。そこで，こ
うした問題を含んだ国保が抱える様々な構
造的な課題を克服するために，保険者を都道
府県レベルに再編・統合を推進するという議
論が，現在の医療保険制度改革における重要
な政策課題の一つになっている。しかしなが
ら，この改革案は，「医療サービスは，概ね
都道府県内で提供されている実態を反映し
ている」という実態や，「各都道府県におい
て，医療計画が策定されている」という実態
を理由として提案されたものであり，必ずし
も科学的な根拠を有しているわけではない。

特に近年，いわゆる「平成の大合併」により，
市区町村国保は，ある程度（強制的に）統合
されているため，合併後の規模によっては，
都道府県レベルに統合しなくとも，二次医療
圏レベルでの統合で済むかもしれない。また，
各保険者で異なる人口構成や財政力，または
医療資源が異なる市区と町村，大都市と地方
都市などでは，統合や再編の必要性は異なる
かもしれない。 
以上のような背景を踏まえて，本分析では，

経済学的なモデルと国民健康保険に関する
詳細なデータを用いて，国保歳出の平均費用
が最小になる被保険者の規模，つまり最小効
率規模（Minimum Efficient Scale, 最小効
率規模）を推計している。この分析結果は，
保険者の再編・統合の議論に対して，（社会）
科学的な根拠を与えるという点から，今後の
国保制度改革にとって極めて重要な資料に
なるであろう。 
 
 
（３）「国民健康保険制度が抱える諸問題が
国保財政に及ぼす影響」 
 
国民健康保険制度は，加入者の高齢化，

低所得者の増加，小規模保険者の増加，
保険料収納率の低下，医療費と保険料の
地域格差などといった構造的な問題の他
にも，事後的モラルハザードや医師誘発
需要に代表される医療サービス需給の非
効率性による不必要な費用増や，多額の
国庫補助が存在するが故に，保険者に費
用効率化のインセンティブが欠如してい
るといったソフトな予算制約の問題など
といった経済学的な問題を抱えている。 
国保被保険者の特性を考えれば，こう

した様々な問題を全て解決することは，
ほとんど不可能に近いと思われるが，そ
うした状況の下でも，国保が抱えるさま
ざまな問題の中で，どの要因が特にその
財政状況に悪影響を及ぼしているのかを
定量的に把握することは，今後の国保制
度改革にとって極めて重要な資料になる
であろう。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
いずれの研究課題も，経済理論をベースに

して導出した推定式を，国保の財政データを
用いて計量分析を行うことで，包括的な経済
分析を実施している。 
理論モデルの構築については，研究課題に

よって異なるが，医療経済学における標準的
な概念（健康資本や誘発需要理論など）を十
二分に活用したモデルを，それぞれ構築した。 



 データについては，各都道府県がまとめて
いる『国民健康保険事業状況』と，その全国
版である『国民健康保険事業状況』を主に用
いている。データの入手に当たっては，前者
は各都道府県立図書館や国立国会図書館な
どで複写をし，後者については，情報公開制
度に基づく情報公開請求を厚生労働省に申
請し，市区町村別のデータを入手した。 
 分析に当たっては，多くの先行研究が抱え
ている課題のほとんどを克服した手法（主に，
パネルデータ分析）を用いることで，正確な
推定値を得る試みを行っている。 
 
 
４．研究成果 
 

それぞれの研究課題から得られた分析結
果は，以下にまとめたとおりである。 
 
（１）”Income and Substitution Effects in 
Physician-induced Demand: Empirical 
Evidence Based on Reviews of Medical 
Bills” 
 

誘発需要の主な原因は，診療報酬の削減改
定による所得効果によるものであることが
分かり，医療資源密度の増加に原因を求める
伝統的な誘発需要の効果は確認されなかっ
た。 
 
 
（２）「国民健康保険における被保険者の最
小効率規模」 
 

被保険者規模は一人当たり運営費の U字型
の関数であり，規模の経済性の存在が確認さ
れることから，保険者の統合を行うことによ
って，国保の運営費は削減できうることが分
かった。また，推定結果から計算される最小
効率規模と，平成の大合併がほとんど終了し
ている 2005 年度の被保険者数を比較した結
果，平成の大合併後においても，約 61%の保
険者の被保険者規模は最小効率規模を下回
っており，特に市区保険者では約 90％，町保
険者では約 59％，そして村保険者では約 30％
が，最小効率規模をそれぞれ下回っているこ
とが分かった。さらに，最小効率規模と 2005
年度の二次医療圏，及び都道府県の被保険者
数と比較した結果，被保険者数が最小効率規
模に満たない保険者は，前者では全市区町村
保険者の 3.8％程度，後者では皆無であった。 
 
 
（３）「国民健康保険制度が抱える諸問題が
国保財政に及ぼす影響」 
 

加入者の高齢化や保険料収納率の低下，及

び調整交付金の存在が，国保財政の非効率性
の拡大に大きな影響を与えていることが分
かった。その他にも，医療サービス需給の非
効率性や基金からの繰入金の存在が，国保財
政の非効率性を高めている要因であること
が分かった。一方で，被保険者規模が大きい
ほど，国保財政の効率性は高まるという結果
も得られた。 
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